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宮嶋　秀光

　1997 年以来、OECDは加盟諸国における将来の教育で重視されるべき「キー・コンピテ

ンシー」を明らかにするために、DeSeCo（キー・コンピテンシーの定義と選択）プロジェ

クトに取り組んできた。本稿の目的は、2003 年にその成果として明らかにされた「キー・

コンピテンシー」の特質を検討し、それが今後の日本の教育に及ぼす影響、特に従来の教

育目標のとらえ方に及ぼす影響について考察することにある。その際、本稿ではDeSeCo

プロジェクトで採用された「デマンド =レッド・アプローチ」という手法に注目し、その

基本的な考え方を、「人格の完成」と「国民の育成」という二つの側面から教育の目的を規

定している教育基本法の性格や、またこれら二つの抽象的な目的規定の具体化として、「人

間像」という形で教育の目標を明示しようとする発想と比較した。それによって、従来の

教育目標のとらえ方が再検討を迫られている現状を指摘した。

　2007 年 12 月 5 日、主要新聞各紙はOECD（経

済協力機構）が 2006 年に実施した国際学力テ

スト（PISA）の結果を第一面で報じた。周知の

よ う に、PISA（Programme for International 

Student Assessment）は、OECD が加盟国を中

心に 2000 年から 3年ごとに実施してきた学力テ

ストであり、「読解力」（reading literacy）、「数

学的リテラシー」、「科学的リテラシー」の三分野

について、独自の視点から 15 才の子どもにおけ

る学習の到達状況を測定するものであるが、上述

の報道は、2006 年に実施された PISA の結果が、

日本にとって憂慮すべきものになったという報道

であった。

　まず各紙とも、国別比較における日本の順位が

すべての分野で低下したことを指摘している。も

ちろん、PISA そのものは抽出調査であるから、

順位変動をそのまま「学力低下」と速断できな

い。しかし、新聞各紙が報じたのは、単なる国別

の順位低下だけではなかった。例えば、毎日新聞

は PISA調査の一部として実施された理科学習に

関するアンケートの結果を踏まえ、日本の生徒が

理科に対して「『意欲』最下位」と報じ、「日本理

科離れ深刻」という見出しを掲げた（毎日新聞　

2007.12.5）。また、読売新聞は、2006 年の調査対

象者が、いわゆる「ゆとり」教育へと大きく踏み

込んだ 1998 年告示の学習指導要領のもとで中学

校教育を受けた生徒たちであることを念頭に置い

て、PISA の結果を「『ゆとり世代』の学力」と

いう見出しで報じた（読売新聞 2007.12.5）。

　これらの報道には、やや誇張もあったが、しか

し、それらは、1990 年代以降の日本の教育界が

直面した諸問題、すなわち「学力低下」、「理科離

れ」、またこれらと関連した「ゆとり」教育の是

非といった問題を如実に写し出す一種の鏡のごと

き役割を果たしたといえよう。

　すでに、2003 年実施の PISA の結果によって、
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世界のトップクラスにあると考えられていた日本

の学力が、「読解力」などで低下傾向を示し、学

ぶ意欲などについても課題の多いことが明らかに

なった（OECD 2003）。これが、先の新聞報道へ

と通じていく「PISAショック」の発端であった。

それ以降、日本の教育課程政策は明らかに一つの

転換期を迎えようとしている。2007 年には、全

国の小学校 6年生と中学校 3年生を対象にして、

「全国学力 ･学習状況調査」が文部科学省によっ

て実施された。このような悉皆調査は、1960 年

代に政治的争点にまでなった「学テ」以来のこと

である。2008 年 3 月には、新学習指導要領が告

示されたが、その改訂作業の前提になった同年 1

月の中央教育審議会答申では、PISA とその結果

に関して、直接的な言及がなされており（中教審

答申　2008）、この指導要領改訂が「PISAショッ

ク｣ を踏まえていることは明らかである。

　しかし、「PISA ショック」が日本の教育界に

投げかけた課題は、単なる学力不振の問題だけで

はない。これまで、日本の ｢学力｣ は、原則とし

て学校の教科に分節化されたカリキュラムを前提

にして、それに沿った学習の達成度を意味してい

た。1995 年以降、国際教育到達度評価学会が理

科と数学に関して実施している国際的な学力調査

も、こうした観点で行われている。これとは対照

的に、PISA は、学校のカリキュラムという観点

だけではなく、むしろ「将来の生活において重要

であると考えられる技能という観点」、換言すれ

ば、学校で身についた知識 ･技能だけではなく、

むしろこうした ｢知識を応用するのに必要な幅広

い概念や技能を習得しているかどうかという観

点」から実施されたという（OECD 2007a 7 頁）。

もちろん PISA においても、｢読解力｣、「数学的

リテラシー」、｢科学的リテラシー」などは、一見

するところ国語、数学、理科といった既存の教科

に対応しているようにも思われるが、しかし同時

に、｢リテラシー｣ とは ｢各教科領域を横断して

統合する概念」（Rychen and Salganik 2003 p.52）

であるともいわれている。その意味では、従来の

｢教科」を前提にした ｢学力｣ を含みつつも、同

時にそれを越えた新しい「能力」が次世代に求め

られているのである。

　実際、OECDは PISAと平行させる形で、1997

年よりDeSeCo、すなわち「キー・コンピテンシー

の定義と選択」（Defi nition and Selection of Key 

Competencies）というプロジェクトを発足させ

ている。実は、後述するように PISAにおける ｢

リテラシー」も、このプロジェクトで定義された

｢キー・コンピテンシー｣ の一部を成すものなの

である（OECD 2005  p.10-1）。従って、このプロ

ジェクトも、従来の教育がめざしてきた ｢学力｣

には解消できない新しい「能力」概念を提起する

試みであり、それは同時に、OECD 加盟国をは

じめ国際的にも共有できる教育目標の新しいとら

え方を提案する試みともいえるのである。

　本稿では、このようなDeSeCo プロジェクトが

もたらそうとしている教育目標観の転換を検討し

てみたい。まず、DeSeCo が明らかにした「キー・

コンピテンシー」の特質を、とくにこのプロジェ

クトが採用した ｢キー・コンピテンシー｣ の決定

方法という点に注目する形で明らかにしたい（第

1章）。次に、これらの「キー・コンピテンシー」

を、旧教育基本法の教育の目的規定や、その具体

化として戦後教育で繰り返し描かれてきた「人間

像」と比較することによって、DeSeCo プロジェ

クトにおける教育目標のとらえ方が、従来の日本

の教育におけるそれとは相当に異質であることを

指摘してみたい（第 2章）
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第 1 章  DeSeCo プロジェクトと
キー・コンピテンシー

　OECD が 1997 年から着手した DeSeCo プロ

ジェクトは、冷戦終結後に急速にグローバル化し

た世界の中で、多くの新しい諸課題に直面してい

るOECD加盟国にとって、今後いっそう教育が

重要な役割を果たしうるという認識に立って進め

られたものである（Rychen and Salganik 2003　

p.1)。その使命は、このような現代的課題の解決

に通ずる教育にとって ｢鍵」となる個人の ｢コン

ピテンシー｣ を明らかにすることであった。それ

故、そこでは多くの ｢コンピテンシー」から、特

定のものが「選択」されることになるのであるが、

本稿が特に注目したいのは、その「選択」の手法

である。ここでは、まずDeSeCo プログラムが、

最終結論として明らかにした三つの ｢キー・コン

ピテンシー｣ を簡単に概観し、その上でそれらの

「選択」手法に注目してみたい。

（１）キー・コンピテンシーの三つのカテゴリー

　さて、もともと｢コンピテンシー｣（competency）

とは、主に企業における人事管理で使用される用

語であり、大野によれば、かつては職務給制度の

もとで特定の職務への適任者を選ぶ基準、近年で

は、年俸制における賃金改定の基準として用いら

れているという（大野 2006 100-1 頁）。つまり、

この用語は、何らかの特定の職務遂行のために重

要となる特定の行動特性、もしくはそうした行動

特性として発現する能力や潜在力を意味してい

た。

　もちろん、DeSeCo プロジェクトで採用された

｢コンピテンシー｣ は、このような人事管理の用

語をそのまま教育に持ち込んだものではないが、

この言葉に含まれる上述のような意味合いは保存

されており、そのため「キー・コンピテンシー」も、

一定の職務遂行とまではいわないにしても、少な

くとも、何らかの課題解決に必要となる特定の行

動特性として定義されることになる。そして実は、

こうした考え方が、DeSeCo プロジェクトにおい

て一貫して重要な役割をはたすのである。

　この点を明らかにする前に、ともかく、ここで

は 2003 年に OECDが刊行した『成功に充ちた人

生と順調に機能する社会のためのキー・コンピ

テンシー』（Rychen & Salganik　2003）、および

2005 年に公開された『キー・コンピテンシーの

定義と選択：その概要』（OECD 2005a. 以下、『概

要』と略記）を中心にして、DeCeCo が最終的に

提示した ｢キー・コンピテンシー」を確認するこ

とから始めたい。

　これらの ｢キー・コンピテンシー｣ は、まず三

つのカテゴリーで分類 ･整理され、さらにそれぞ

れが三つの「コンピテンシー｣ によって構成さ

れている。それらを、『概要』に従ってまとめれ

ば、その全貌は次の図のようになる。ちなみに、

PISA において測定されている ｢読解力」と ｢数

学リテラシー」は、この図における１－A「言語、

シンボル、テキストを相互作用的に使用する」を

具体化したものであり、同じく｢科学的リテラシー

｣ は、１－ B「知識と情報を相互作用的に使用す

る」を具体化したものであるという（ibid. p.11）。

　さて、これらの「コンピテンシー」は、一般的

な用語である「能力」（ability）で言い換えられ

る場合もあるが（OECD 2005 p.10）、すでに触れ

たように ｢コンピテンシー｣ は、もともとは特定

の職務に対応できる特定の行動特性をさす用語に

由来するため、それらは、この図のように「使用

する」（using）、「交流する」（interaction）、「行

動する」（acting）といった行動をさす用語で表

現されている。
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【キー・コンピテンシーの三つのカテゴリー】

　次に、｢キー・コンピテンシー｣ が三つのカテ

ゴリーで概念化される必然性についてであるが、

それは、この用語の素性よりは、人間に関する一

定の理解によるものといえよう。すなわち、｢最

も基礎的なレベルで、生きるとは、自分自身で行

動すること、道具を使用すること、他者と交流す

ることを意味する」（Rychen & Salganik　2003 

p.83）という見解に従って、上の三分類がなされ

ているのである。それは、少なくとも形式的には

人間行動の全域をカヴァーするものといってよ

い。

　しかし、DeSeCo プロジェクトでは、このよう

な包括的な分類をする一方で、三つのそれぞれの

領域に属するすべての行動や能力を、可能な限り

もれなく網羅的に提示するということはしない。

むしろ、それぞれの行動領域では、一定の基準か

ら特定の「コンピテンシー」だけが優先的に「選

択」されている。例えば、音楽作品を楽しむとい

う行動は、確かに現代では実質的に「相互作用的

に道具を使用する」という行動になる場合が多い。

しかし、音楽作品を ｢鑑賞する」という「コンピ

テンシー」は、そこには含まれていない。また、

３の「自律的に行動する」にしても、元来、近代

倫理学のいう「自律的」とは、後述するように、

個人が感性的な欲望の呪縛を脱し、自らの理性の

命ずるところに従って行動することを意味してい

た。「自律的に行動する」に含まれる三つの「コ

ンピテンシー」は、確かにこうした標準的な意味

に反するものではないが、しかし、近代倫理学が

掲げるような狭義の ｢自律的｣ な行動を意味する

｢コンピテンシー｣ は、そこには含まれていない。

要するに、ここで設定された三つのカテゴリーは、

人間の行動領域全体をカヴァーするものではある

が、それらに分類された個々の ｢コンピテンシー

｣ は、明らかに取捨選択されたものなのである。

このプロジェクトが、「コンピテンシーの定義と

選択
4 4

」と名づけられている所以である。

（２）コンピテンシーを選択するためのフレーム

ワーク

　では、そのような「選択」は何を基準にしてな

されたのであろうか。この点に関して、英語版

の『概略』では、上述の「コンピテンシー」が共

有している「基本的特徴」を「フレームワーク」

として説明している。ちなみに、ドイツ語版の

『概要』では、それをさらに明確な表現で「準拠
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枠」（Referenzrahmen）と訳し、単なる「基本的

特徴」（underlying characteristics）の代わりに、

他の多様な ｢コンピテンシー｣ の存在を前提にし

て、それらと区別するための基準という意味合い

が強い ｢メルクマール」という表現を用いている

（OECD 2005b p.8-9)。

　さて、このような ｢フレームワーク｣ として、

まず三つの視点が上げられているが、そのうち第

三のものは、｢選択｣ の基準というよりも、三つ

の「キー・コンピテンシー」の関係を指摘するも

のである。すなわち、三つの「キー・コンピテン

シー」は、それぞれ単独で発揮されるものではな

く、むしろ、具体的な状況や文脈に応じて、それ

ぞれの重要性の程度を変化させつつも、つねに組

み合わされて発揮されるというのである。これ

は、三つのカテゴリーは、人間の行動領域全体を

カヴァーするものなのであるから当然であろう。

　これに対して、残り二つの ｢フレームワーク

｣ は、DeSeCo プロジェクトの特徴を最もよく表

す論点である。その第一は、「キー・コンピテン

シー」は「単に教えられた知識やスキルを超えて

いる」という点である（OECD 2005a p.8)。これ

は、このプロジェクトが共通認識として抱いてい

る現代社会に関する現状分析からの帰結である。

『概要』によれば、現代社会の特徴は ｢変化」、｢

複雑性」、｢相互依存」という三つの観点で理解さ

れるという（ibid p.7）。すなわち、今日の世界で

は、加速化する知識や技術の革新が絶え間ない「変

化」をもたらし、しかもそれは、かつてないほ

ど「複雑」に組織された社会の中で進行するとと

もに、同時にグローバル化の進展は、かつては全

く無関係であった世界の諸地域を「相互依存」の

関係に置くようになっているというのである。こ

うした新しい事態を前にして、｢単なる教えられ

た知識やスキル」では対応できないのは当然とい

えよう。そこでは、知識や技術に対する ｢柔軟性

｣ や―経済発展を主目的とするOECDらしく―

「企業家精神」（entrepreneurship）が求められる

のであるが、確かに ｢一度限りの熟達」（one-off  

mastery）による知識やスキルでは、今日やって

いけないのも事実である（ibid. p.7-8）。新しい知

識や技術の再習得はもとより、そうした受動的な

吸収に限らず、それらを新しい状況に即して能動

的に活用し、さらにはより積極的に知識やスキル

を創造的に革新していくことすら、個人に求めら

れているのである。このように単なる吸収だけで

はなく、同時に創造的な発信も求められているか

らこそ、情報やテクノロジーに関わる第一の ｢

キー・コンピテンシー｣ は、｢相互作用的」と形

容されていたのである。

　しかし、先述のような現状分析にたった場合、

このように柔軟で応用力のある知性や技量だけで

も不十分である。複雑化した社会の中で生きるた

めには、そうした能力を状況に即して的確に運用

していくためにも、高度な洞察力や判断力も不可

欠である。実際、『概要』では、「キー・コンピテ

ンシー」を「選択」するための第二の｢フレームワー

ク｣ として、「思慮深さ」（refl ectiveness）を挙

げている。そのさい「思慮深さ」とは、「メタ認

知的なスキル、創造的な能力、批判的なスタンス

の確保を活用すること」を意味するという。「メ

タ認知的スキル｣ とは、「思考過程の主体そのも

のが自らを対象にすること」、より簡単にいって

しまえば、｢考えていることについて考えること」

である（ibid. p.8-9）。すでに触れたように、｢変

化｣ に富み ｢複雑」化した現代社会では、旧態依

然の固定した方針でやっていくはできない。むし

ろ、自らの固定した行動やそれを支える思考その

ものすら反省の対象となし、それらに批判的な目

を向け、それらを創造的に越えていくことが求め

られるというのである。実際、現代社会では、「あ

れかこれか」（the either-or）という二者択一的

な答えではなく、それを越えた柔軟かつ創造的な

対処能力が必要になる。例えば、先に掲げた図に
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おける２－Ｂ「争いに適切に対処し、解決する」

や３－Ｂ「人生計画や個人的プロジェクトを構想

し実行する」といった ｢コンピテンシー｣ は、こ

うした意味での ｢思慮深さ」と特に深い関係があ

るのはいうまでもない。

　しかも、「思慮深さ」は、DeSeCo プロジェク

トによる「キー・コンピテンシー」全体を貫徹

するものでもある。たった今挙げた二つの「コ

ンピテンシー」では特に顕著であるが、そこに

は「非認知的ファクター」、つまり「態度、動機

づけ、価値」（Rychen & Salganik 2003 p.6）と

いった要素が特に重要になってくる。複雑化した

社会における「相違や矛盾」、あるいは ｢あれか

これか｣ に対処していく ｢思慮深さ｣ とは、単に

柔軟な知性や技能の活用力だけではなく、それら

をより広い視野の中で組み合わせ的確に運用して

いく手法、いわば「統合的で全体的アプローチ」

を用いることでもある（Rychen & Salganik 2003 

p.78-79）。しかし、それができるためには、全体

を見渡しながら、何を価値あるものとして優先し、

何を価値のないものとして退けるのか、といった

いわば価値判断をめぐる問題が不可避である。し

かも、上で述べたように「キー・コンピテンシー」

は、それぞれの状況に応じて、常に組み合わされ

て発揮されるものなのであるから、結局、すべて

の「キー・コンピテンシー」は、こうした価値問

題と関わる「思慮深さ」を前提にしているのであ

る。

　もちろん、価値の問題に関わっているといって

も、そこであらゆる価値が想定されているのでは

ない。むしろ、現代社会で優先的に共有されるべ

き価値だけが問題にされている。『概要』によれ

ば、それは ｢民主主義の価値と持続可能な発展の

達成」であり、それは、個人が尊重されると同時に、

社会が順調に発展していくこと、その意味では ｢

個人の目標と集団の目標の相補性｣ とも言い換え

ることができるという（OECD 2005a p.7）。2003

年にDeSeCo プロジェクトの総括として刊行され

た著作が『成功に充ちた人生と順調に機能する社

会のためのキー・コンピテンシー』と題されてい

るのも、このためである。

（３）デマンド=レッド・アプローチ

　さて、これまで本稿では、まず DeSeCo プロ

ジェクトが提起した ｢キー・コンピテンシー｣ の

概要を示し、次にそれらの ｢選択｣ にあたって採

用された ｢フレームワーク｣ とその背後にある一

定の社会認識およびOECDが準拠する価値を明

らかにしてきた。しかし実は、『概要』では、論

述の順序がこれと逆になっている。つまり、まず

OECD が準拠する ｢個人の目標と集団の目標の

相補性」という価値観が確認される。次に、現代

社会の特性が分析され、そこから ｢個人の目標｣

と｢集団の目標｣の達成のために「要請」（demand）

されることが、「フレームワーク」として示される。

そして最後に、それを基準にして、「キー・コン

ピテンシー」が「選択」されるのである。

　要するに、「キー ･コンピテンシー」は、例え

ば、心理学のパーソナリティ理論のようなものか

ら直接に導出されるものではなく、「今日の社会

は、その市民に対して、どのような要請を掲げて

いるのか」、あるいは「個人が眼前の社会の中で

順調に機能を果たすためには何が必要か」（OECD 

2005 p.6）という問いに導かれて決定されるので

ある。DeSeCo プロジェクトでは、こうした手法

を「デマンド=レッド・アプローチ」（demand-led 

approach）もしくは「デマンドに定位したアプ

ローチ」（demand-oriented approach）と呼んで

いる（ibid. p.6 ；OECD 2002 p.5）。ここでいう「デ

マンド」とは、基本的には現代社会が個人に対し

て「要請」するものではあるが、それは個人の社

会への単純な適応を強いるためのものではない。

少なくとも、このプロジェクトでは、それは上述

のように ｢個人の目標｣ と ｢集団の目標｣ の双方
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を実現する上で配慮すべき「デマンド」のことで

あるといわれている。

　このような手法が採用されていることは、すで

に触れた「コンピテンシー」概念の起源を念頭に

おけば当然のことであろう。というのも、元々そ

れは一般的な意味での能力ではなく、特定の職務

遂行に必要となる特定の行動特性、換言すれば、

特定の職務に固有な「デマンド」に応える能力で

あったからである。「デマンド=レッド・アプロー

チ」と「コンピテンシー」という用語は、実は互

いに不可分の関係に立っているのである。

　ちなみに、この手法は、DeSeCo プロジェク

トの進め方そのものにも反映していた。1997 年

に着手されて以降、このプロジェクトは、人間・

社会科学の専門家による学問的な研究を踏まえな

がら、同時にOECD加盟国に協力を求め、各国

の教育政策の経験や現状に関するレポートを収集

している。そして、2度にわたる国際シンポジウ

ムを踏まえて、「キー・コンピテンシー」を決定

してきたのである。それは、単なる学問研究の

応用などではなく、政策志向的な展望をもって、

OECD 諸国の教育的な「デマンド」を集約して

いく作業であったといえよう。

　以上を踏まえて一言でいえば、「デマンド=レッ

ド・アプローチ」とは、現代社会の特徴や課題を

分析し、そこから生ずる諸「デマンド」を明らか

にするととともに、それらの間で重要性や優先順

位を考慮・調整していく作業のことである。こ

の点では、それは社会・経済の現状分析や利害

関係者の調整などを通じて進められる一般的な政

策決定の過程に非常に近似している。実際、少

なくともこのプロジェクトにおいては、「キー・

コンピテンシー」の決定は、単なる教育学や心

理学などの研究対象などではなく、「政治や政策

の領域で生ずる分析や議論の帰結」（Rychen & 

Salganik　2003  p.5）と解されている。とすれば、

「キー・コンピテンシー」は、まず各国における

教育政策の立案・評価・改善の過程で、一つの

指針として活用されるものであり、このプロジェ

クトの狙いもそこにあったといえよう。

　しかし、「コンピテンシー」そのものは、個人

の行動特性であって、その点では、上述の「キー・

コンピテンシー」は、公教育等の教育現場におけ

る教育の目標ともなりうる。これに関連して、例

えばOECDの Gurria 事務総長も、先述のように

DeSeCo と連動している PISA の結果について、

それは「政策立案者だけではなく、我々ができる

最善の教育を子どもたちに提供しようと努力する

すべての人のためのツール」（OECD 2007　p.10）

であると述べている。実際、すでに文部科学省も

PISA 型の「リテラシー」向上を狙いとする指導

資料集を刊行し、民間でも同様の実践や研究書の

刊行が盛んになっている事実も省みれば、これら

の「リテラシー」や「キー・コンピテンシー」が、

単なる教育政策上の指針ではなく、教育の現場で

も、教育がめざす目標ないし目的と解されはじめ

ているといってよい。

　このように、すでに教育の現場に一定の影響

を及ぼしつつある「キー・コンピテンシー」や

PISA型の ｢リテラシー｣ に関しては、OECDの

組織目的から考えて、それらが経済発展だけに貢

献するものなのではないかという誰でもが抱きう

る疑念や、あるいは「北欧型の旧福祉国家」を想

定した特殊なものにすぎないという専門的な指摘

もある（佐藤 2009 25 頁）。しかし、こうした疑

念や指摘は、もともと「キー・コンピテンシー」

の「選択」過程の前提になっている「デマンド」

に向けられたものであって、「デマンド=レッド・

アプローチ」という手法そのものは不問にしてい

る。これに対して、2008 年 1 月の先に触れた中

教審答申は、この手法そのものを評価しようとし

ている。すなわち、90 年代の後半以降に中教審

が提唱してきた ｢生きる力｣ は、内容の上で「キー

･コンピテンシー」の先取りであったと自画自賛
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的に評価するだけではなく、｢生きる力」は、「そ

の内容のみならず、社会において子どもたちに必

要となる力をまず明確にし、そこから教育の在り

方を改善するという考え方において、この主要能

力（キーコンピテンシー）という考え方を先取り

していた」というのである （中央教育審議会答申 

2008 9-10 頁）。

　してみれば、やはり個々の「デマンド」の内容

が公正なものか否かという吟味に先立って、「デ

マンド =レッド・アプローチ」という手法その

ものを検討する必要があるのではなかろうか。も

ちろん、古今東西を問わず教育という営為は、個

人や社会の「デマンド」があって成り立つもので

あって、教育の目標やあり方もそれに左右されて

きたことはいうまでもない。しかし、少なくとも

近代公教育は、このように特定の「デマンド」に

対応する行動特性や能力だけを優先的に教育目標

とするという立場をとってきたといえるであろう

か。

　例えば、近代教育学の黎明期に Herbart は、

有名な ｢興味の多面性」という教育目標を想定し

ていた。｢興味」とは、｢心性」（Gemüt）を構成

する一種の精神的な自発力のことであるが、それ

らが偏ることなく、あたかも球体を形成する如く、

あらゆる方面へと発達した ｢心性」の状態を教育

の目標と考えたのである（Herbart 1806 S.34-45）。

もちろん、この議論の前提になる彼のユニークな

心理学説は、今では誰も一顧だにしないが、しか

し彼のいう ｢心性｣ とは、現代の心理学などのい

うパーソナリティ（人格）に相当するものである。

概して、社会の「デマンド」を配慮しながらも、パー

ソナリティ全体の調和的な発達を教育目標ととら

える思考法も、近代教育学に特有なものであった。

その意味では、「デマンド=レッド・アプローチ」

は、近代教育学からみて異質な面をもっているの

ではなかろうか。

　そこで次章では、このような異質性を、より具

体的にとらえるために、日本の戦後教育における

教育の目標ないし目的のとらえ方を回顧してみた

い。

第２章　戦後教育の目的としての人格
の完成

  第二次世界大戦後、周知のように日本の新教育

は、その目的を教育基本法の第 1条において次の

ように規定した。すなわち、「教育は、人格の完

成をめざし、平和的な国家及び社会の形成者とし

て、真理と正義を愛し、個人の価値をたっとび、

勤労と責任を重んじ、自主的精神に充ちた心身と

もに健康な国民の育成を期して行わなければなら

ない」、と。文部省の調査局審議課長として、教

育基本法の制定過程に深く関わった西村 巌によ

れば、戦前の教育は、国家目的への奉仕のみが優

先され、「個人の尊厳と価値の認識」を前提にす

る「人格の完成」は顧慮されなかった。これに対

して教育基本法は、「国家及び社会の形成者の育

成という面を超越した広い領域」をもつ ｢人格の

完成｣ を何よりもまずめざすべきであって、「こ

の広い立場で要請された人間であって始めて、国

家及び社会のよい形成者となることができる」と

いう立場をとっているという（西村 1949　208

頁）。つまり、「人格の完成｣ こそ、「国家及び社

会の形成者」ないし ｢国民の育成」の前提になる

最優先課題ととらえられていたのである。

　しかし他方、「人格の完成」という用語それ自

体は、非常に抽象的であることも否定できない。

それ故、本章では戦後教育の基本目標であった「人

格の完成」とは何であり、またそれがどのような

形で具体化されてきたのかという点を検討するこ

とを通じて、戦後教育の教育目標観を再考してみ

たい。
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（１）教育基本法制定時における人格の完成の意味

　さて、1946 年 11 月の教育刷新委員会第 11 回

総会で提案された第 1特別委員会の教育基本法の

条文案では、教育の目的は「人格の完成」ではなく、

「人間性の開発」と規定されていたことは、今日

ではよく知られている（『教育刷新委員会 ･教育

刷新審議会議事録　第 1巻』　244 頁）。第 1特別

委員会の議事録によれば、もともと文部省の原案

では、この箇所は「人格の完成」となっていたよ

うであるが、議事進行の中でこれに代わる「人格

の育成」、「個人の完成」、「人間性の完成」、「人間

性の開発」など、類似した用語が多数検討されて

いたことがわかる。例えば、務台理作委員などは、

「人間性の開発」は、天賦のものを「伸び伸び伸

ばさせる」感じがするのに対して、「人格の完成」

は、戦時中に多用されたという理由で忌避したい

意向を示している ( 上掲会議録 第 6 巻 49 頁およ

び 67 頁）。しかし実際は、例えば戦前の『国体の

本義』では、「人格の完成」を教育の目的とする

立場を「個人主義教育学」と揶揄して、真っ向か

ら否定していたのである（宮原他編 1979 294-5

頁）。これも勘案すれば、務台の実感に反して、

実は「人格の完成」という言葉も、務台自身の考

え、すなわち「本当に公けに使える人間を作るに

は、やっぱり個人というものを一度確立できるよ

うな段階を経なければならない」（上掲会議録 第

6 巻 55 頁） という主張と必ずしも対立しないの

である。

　要するに、これらの用語をめぐる議論は、概し

て微妙なニュアンスの差異をめぐるものであり、

それ故また、刷新委員会総会では「人間性の開発」

という表現が採用され、その後、文部省の立法作

業において「人格の完成」に変更されたとしても、

そこには基本的な意味に関する変動はなかったと

いえよう。では、それはどのような意味なのであ

ろうか。

　まず、「人格の完成」という際の ｢人格」とは、

先に触れた西村の「個人の尊厳と価値の認識に基

く」という言葉からも判るように、単なる経験的

な心理学における「パーソナリティ」などには解

消できないものである。その中核にあるのは、近

代倫理学における「人格性」（Persönlichkeit）で

あろう。それは、例えばKant がいうように、人

間個人が感性的な欲求をはじめとした「全自然的

なメカニズム」に対して「自由と独立性」を保ち

うると同時に、「自らの理性が与える純粋な実践

法則に服する能力」（Kant 1788 S.101）ももちう

ること、一言でいえば、個人の道徳的な「自律」

をさすものに他ならない。

　しかし他方、教育基本法のいう「人格」には、

こうした倫理的な意味以外の要素も含まれてい

る。というのも、例えば、1947 年 5 月 3 日の教

育基本法公布に伴って発令された文部省訓令第 4

号（「教育基本法制定の要旨」）では、「人格の完

成とは、個人の価値と尊厳の認識に基き、人間の

具えるあらゆる能力を、できる限り、しかも調和

的に発展せしめることである」（片山編 1974 53

頁）と述べられているからである。この規定の前

半部は、「人格」概念が上述の倫理的な意味にお

ける「人格性」を前提にしていることを示してい

るが、後半部は、この「人格」概念がそれ以上の

意味も含んでいることを示している。すなわちそ

こでは、人間の「あらゆる能力」が「調和的」に、

かつ可能な限り十分に「発展」することが期待さ

れているのである。従って、ここでいう「人格」

とは、先にふれた経験的な心理学がテーマとする

「パーソナリティ」のように、人間がもつ多様な

能力や特性の全体をさすものと解することができ

るのである。

　もちろん、1947 年 1 月まで文部大臣として教

育基本法制定に関わった田中耕太郎のように、「人

格」をもっぱら先述の「人格性」という意味で解

釈する立場から、「人格の完成」と「人間性の開

発」の相違点を強調し、先に触れた文部省訓令第
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4 号の規定に疑義を呈した論者もいたのは確かで

ある（田中 1961 76-78 頁）。しかし、実際の立法

作業に直接に関わった田中二郎は、「人格の完成」

を「発展してやまない人間の諸能力諸要素の統一

調和の姿」（田中 1947 115 頁）と規定しており、

また当時、文部省内に設けられた教育法令研究会

が刊行した『教育基本法の解説』でも、「人格の

完成」を「人間の諸特性、諸能力をその内容の全

方向に発展せしめ、個人をなるべく完全ならしめ

ることである」（教育法令研究会 1947 159 頁）と

定義している。なお、先述の西村厳も同様の解釈

である（西村 1947 208 頁）。

　以上のように、教育基本法における「人格の完

成」とは、倫理的な意味における ｢人格性｣ を前

提にした上で、人間が具えうる諸特性や諸能力を

可能な限り調和的に発達させることを意味してい

た。しかし、それでも「人格の完成」という目的

規定そのものは依然として抽象的である。という

のも、そこで「人格」を構成する「諸能力」や「諸

特性」が具体的には何であるかが規定されていな

いからである。

　もちろん、教育基本法の第 1条の後段で、「平

和的な国家及び社会の形成者」ないし「国民」の

資質として、「真理と正義」への愛をはじめ、「個

人の価値」、「勤労と責任」、「自主的精神」などの

重視、および「心身」の「健康」が挙げられてい

る点に着目して、これらの資質の提示だけで、｢

人格｣ の具体的な内容はすでに示されているとい

う解釈もありうる。しかし、これは後でも言及す

るが、大田 堯も指摘しているように（大田 1977 

288 頁、291 頁）、｢人格の完成｣ と ｢国民の育成」

を「と同時に」もしくは「ともに」という表現で

等置することによって、前者の普遍性と後者の歴

史性という差異を無視し、結果的には、前者を根

本前提にして、はじめて後者が可能になるという

西村らが指摘していた教育基本法の根本理念を否

定することに通じてしまう。従って、少なくとも

第１条の後段は、新国家の形成という当時の歴史

的な課題を念頭にして、特に重視すべき国民の資

質を取捨選択してに掲げたものと解するべきであ

ろう。実際、例えば「勤労」という言葉は、先の

第 1特別委員会において、主に森戸辰男委員の強

い意向を反映して挿入されたものである（上掲会

議録 第 6 巻 68-70 頁）。

　となると、結局「人格の完成」とは、具体的に

は何か、そこでどのような諸能力や諸特性の調和

的な形成が求められるのか、という問いが、それ

ぞれの時代に即して明らかにすることが不可避に

なってくるのである。

（２）「人格の完成」の具体化としての人間像

　1966 年 10 月、中央教育審議会答申「後期中等

教育の拡充整備について」には、いわゆる「期待

される人間像」が「別記」として付されていた。

それが、教育界を越えて広い論争を惹起したのは

周知の事実である。しかし、ここでは何よりも教

育の目標ないし目的が「人間像」という形で提示

されたことに注目したい。この ｢別記」を作成し

た中教審第 19 特別委員会の主査を務めた高坂正

顕は、「期待される人間像」は、教育基本法が「抽

象的」であるため、「教育基本法の教育目的の部

分をより明らかにし、より具体化しようとするも

のにほかならない」（高坂 1966 28 頁）と明言し

ていた。

　これに対して、この「別記」への批判としては、

そこで挙げられた「愛国心」や「天皇への畏敬」

に向けられた論点が脚光を浴びたが、より本質的

な批判は、そうした内容の如何以前に、そもそも

「人間像」が、国民全体に関わる教育の目的を具

体化したものとして、政府の一機関によって提示

されたこと、いわば「権力の威をかりて」、国民

への「押しつけ」として示されようとしていると

いうものであった（堀尾 1967 20-3頁）。もちろん、

こうした批判は重要であるが、しかし、上からの
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押しつけでなければ、教育の目標たる「人間像」

そのものは否定されなかったという点にも注目す

べきである。実際、堀尾自身も「国民ひとりひと

りの理想的人間像の模索」、いわば国民の側の「主

体的な人間像の模索」の重要性を指摘していた（同

上 23 頁）。

　のみならず、同様の考えは、新教育の発足直後

から存在していた。例えば、日高六郎は、すでに

50 年代の初頭に、「新しい人間像」が戦前のよう

に「上から」ではなく、「日本の教師たちと子ど

もたちのあいだ」から発見される必要があると説

いている（日高 1952 200 頁）。このように、教育

基本法の教育目的を「人間像」へと具体化しよう

という発想は、実は政府だけではなく、政府の教

育政策と対峙した人々においても抱かれていたの

である。実際、日本教職員組合に委嘱された「教

育制度検討委員会」は、1974 年に「教育の目標

―私たちの考える人間像」を発表している（教

育制度検討委員会 1974 240 頁以降）。

  ところで、このように教育目標を「人間像」と

して具体的に描こうとする傾向は、日本と同じ敗

戦国であった旧西ドイツでもみられた。日本で

「期待される人間像」が話題になっている頃、ド

イツの教育学界では「教育人間学」が流行してい

たが、例えばその代表者として日本でも著名な

Dienelt は、この学問の主要なテーマが「人間像」

探求に他ならないと指摘している（Dienelt 1970

　S.21-2）。勝田が示唆するように、「人間像」と

は、歴史的に市民社会の形成が遅れたため、教育

の目標を率直に ｢市民生活の映像｣ として描け

なかった国に特有のものであるとすれば（勝田

1951 175 頁）、確かに、日本とドイツは市民社会

が未成熟であったという点で共通しており、しか

もファシズムの崩壊後に、新しい教育目的の確立

に迫られていたという点も勘案すれば、両国で「人

間像」という言葉が流行したのも偶然ではなかろ

う。

　しかし、旧西ドイツでは、「人間像」を教育の

目的ないし目標として論ずることに対する厳しい

懸念や批判も存在していた。例えばReble は、子

どもの未来を描く「人間像」が、その詳細さとい

う点で度を超すと、子どもの意思を無視して彼の

未来を決めてしまう「危険」があると考えた。む

しろ、本来「教育は、決していかなる像において

も先取りすることができない固有の実存へと向け

て覚醒し解放することに他ならない」はずであ

るという（Reble 1959 S.55）。ここでいう ｢実存｣

とは、先述の「人格性」によって特徴づけられる

存在、つまり自律的な存在としての個人をさすも

のである。とすれば、このような「人間像」批判

は、日本の教育にとっても決して無縁ではないは

ずである。

　すでに見たように、教育基本法制定時における

基本的な立場は、歴史的現実を越えた普遍的な理

念である「人格の完成」と、日本の歴史的現実

の中で具体的な姿をとる「国民の育成」という二

つの教育目的を掲げ、前者が後者の根本前提であ

るとするものであった。ところが、「人間像」と

は、それが「像」である以上、映像として思い描

かれうるほどの具体性がなければならない。とす

れば、それは眼前にある歴史的現実の中で生きる

人間、つまり実質的には「国民」の「像」として

描かざるをえなくなる。実際、「期待される人間

像」にしても、その対案として構想された「教育

制度検討委員会」の「私たちの考える人間像」に

しても、―もちろん互いに立場や目指す方向に

違いはあるが―ともに当時の「国民」がめざす

べき「人間像」であった。従って、Reble の批判

は、教育基本法に即して言い換えれば、このよう

な「国民」がめざす「人間像」を過度に詳しく描

くことは、そうした ｢国民の育成｣ が根本前提に

していたはずの「人格の完成」の核心を否定して

しまうということなのである。つまり、「人格の

完成」と「国民の育成」とは、単純に並置できる
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関係や、簡単に調和するような関係ではなく、む

しろ場合によっては、対立の危険をはらんだ緊張

関係に立つものなのである。確かに「教育制度検

討委員会」の報告には、このような緊張関係を意

識していると解釈できる箇所もある（教育制度検

討委員会 1974 240 頁）。しかし、戦後の「人間像」

をめぐる議論全体の中では、こうした教育基本法

第 1条に含まれる二つの要素がはらむ緊張関係が

十分に配慮されてこなかったのではなかろうか。

  さて、今後DeSeCo の「キー・コンピテンシー」

を検討していくには、このような緊張関係には二

つの側面があることを、最後に確認しておく必要

がある。その第一は、たった今みたように、「国民」

としての「人間像」を過度に詳細化すると、それ

が「人格の完成」の核心にある「人格性」の否定

につながりかねないということである。第二の側

面は、「人格の完成」という概念が単なる「人格性」

に限定されたものではなく、同時に、それは人間

の諸特性や諸能力を、多方面に偏りなく調和的に

発展させることでもあったことと関係する。従っ

て、「国民」としての「人間像」が、ある偏った

特性や限定された能力として描かれてしまう場合

も、それは別の意味で「人格の完成」という理念

と矛盾することになる。限定された特性や能力の

みの形成を優先的に教育の目標とすることも、教

育基本法の理念に反するのである。

　実際、例えば「期待される人間像」でも、そこ

で言及される特性や能力が主に道徳的なのものに

限定されている点については、確かに問題はある。

しかし、それらの徳性を偏りのない広い課題領域

に対応させようとしている点、すなわち、やや機

械的な分類ではあるが、「個人として」、「家庭人

として」、「社会人として」、「国民として」という

視点を採用して、国民として必要な徳性を網羅的

に描こうとしていることは、「人格」を多様な側

面をもったものとしてとらえようとする立場の反

映であり、その点では、教育基本法のいう ｢人格

の完成｣の一つの具体化であるのは確かであろう。

　これらのことから判るように、戦後教育におけ

る教育目標に関する原則とは、「人格性」にその

本質をもつ個人の自律性の形成を根本目標とし、

同時に、それと矛盾しない限りで、可能な限り多

面的な諸特性や諸能力を偏りなく調和的に発達さ

せることも教育の目標とするといった二点にまと

めることができよう。        

　では、これら二つの原則を踏まえるとき、

DeSeCo の「キー・コンピテンシー」は、どのよ

うに理解すべきなのであろうか。確かに、そこで

は「自律的に行動する」という ｢キー・コンピテ

ンシー｣ が挙げられている。しかも、それは「人

生計画や個人的プロジェクトを構想し実行する」

といったように、ある程度まで具体的な行動とし

て描かれている。しかし、それは、カントが「自

然のメカニズム」からの「自由と独立性」として

描いた特性や、あるいは田中耕太郎が人間の本性

に横たわる「真善美への要求」と結びつけた人格

の「自律性」と同一視できるものであろうか（田

中 1961 72 頁）。それは、少なくとも「人格性」

よりは、やはり『概要』でも推奨された「企業家

精神」に近いのではなかろうか。

　これ以外に、そもそも前章でみた「デマンド=

レッド・アプローチ」という着想それ自体も、教

育目標を「人間像」として描こうとする戦後教育

の発想とは異質である。もちろん、「期待する人

間像」にしても、「教育制度検討委員会」の「人

間像」にしても、国家的な課題や国民の教育要求

を踏まえながら練られたものであり、その点では

「デマンド=レッド・アプローチ」という面ももっ

ている。しかし、そこには「人格の完成」が含意

していた諸能力の調和的な発達という理念も同時

に活かされていた。これに対して、DeSeCo プロ

ジェクトでは、そのような理念志向が捨てられ、

むしろ現実が突きつける切実な ｢デマンド｣ を析

出し、それらに対応する特定の行動特性を「キー」
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として優先的に「選択」しようとする。ここには

教育目標のとらえ方について、諸能力の総体とし

ての「人格」から、社会の「デマンド」に対応す

るために限定された「コンピテンシー」へ、といっ

た重大な発想の転換がなされようとしているので

ある。

　最後に付言すれば、こうした転換は、教育目標

の一部をなす「学力」についてもいえる。例えば、

PISA が注目する三つの「リテラシー」と、戦後

教育の中で、｢態度主義｣ と批判されてきた広岡

亮蔵の「学力」概念とは、意欲的に学ぼうとする

｢態度｣ のような情意的な側面を ｢学力｣ 概念に

含めようとしている点では共通する面があり、確

かに、従来の常識的な ｢学力｣ 規定に比べれば、

両者は意外に近似しているのかもしれない。しか

し、広岡は晩年のある著作で、「学力」を「認知

的側面」、「技術的側面」、「情意的側面」の三つに

均等分割された同心円として描いている（広岡 

1978 64 頁）。それは、優先的に「選択」された

行動特性ではなく、人格の諸側面が円満に発達し

た状態を想起させるものであり、教育基本法の ｢

人格の完成｣という理念と呼応しあうものである。

このように教育の目標であれ、あるいはその下位

概念である「学力」についてであれ、DeSeCo プ

ロジェクトが提起した｢キー・コンピテンシー｣は、

これまでの日本の戦後教育のなかで、暗黙のうち

に前提とされてきた教育目標に関する考え方とは

異なる新しい視点をもたらそうとしているのであ

る。

さいごに

　2006 年に教育基本法が改正され、第 1 条の後

半部で「国家及び社会の形成者」の資質として挙

げられていたものは、第 2条において「教育の目

標」として、より詳細に規定し直された。紙面が

ないため、改正された「教育の目標」の内容や、

また条文の再編成が、本稿で述べてきた旧法にお

ける「人格の完成」と「国民の育成」との緊張関

係を十分に考慮しているのかという点は検討でき

ない。しかし、改正のこの部分に関しては、少な

くとも旧基本法の「教育の目的」をより現代的な

ものとして具体化しようという意図に沿ったもの

であり、その点では教育目標を「人間像」として

具体化しようとする従来の考え方の延長にたって

いるといえよう。

　他方、90 年代から学校のような公共部門にも、

民間企業の経営の理論や手法を導入しようとする

試みが始まり、教育の分野においても、近年その

成果が評価されようとしている。こうした試みに

とって、計画、実行、評価、改善のサイクルを着

実に継続することが重要であり、そのためには、

そこで達成すべき目標は、「人間像」などのよう

に「人格」の全体にかかわるものよりは、特定の

行動特性として明確に限定されたものでなければ

ならないであろう。その点では、こうした新しい

動向は、DeSeCo が提起した「キー・コンピテン

シー」という着想と親和性が高いといえよう。

　してみれば、現在、教育目標のとらえ方に関し

ては、互いに異質な面をもつ二つの発想が並存し

ていることになる。改めて考えてみれば、これま

で日本の教育学は、「価値観の多様化」を口実に、

教育目標に関する原則論的な議論を避けてきた面

があるのではなかろうか。本来、こうした価値多

様化の時代であるからこそ、教育の目的ないし目

標は、どの程度まで具体的に描くべきなのか、そ

の内容を決定する過程には、どのような人々が、

どのような権限で関与すべきなのか、等々の問題

を検討していくことが、いっそう不可避になって

いるはずである。上述のような二つの考え方が並

存する状態は、これらの問題に真正面から取り組

むことを改めて教育研究者に強く促しているので

はなかろか。
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The Personality and the Key Competencies 
The Infl uence of the DeSeCo Project on the Concept of Education 

Aims in Japan.

Miyajima Hidemitsu

Since 1997　OECD launched the Project of DeSeCo （Definition and Selection of Key 

Competencies）  to clarify a important set of competencies for education in OECD member 

countries. The purpose of this paper is to examine of the key competencies published as 

the result of this project in 2003, and to clarify the infl uence of these key competencies 

on the concept of education aims in Japan. Especially this article pays attention to the 

demand-led approach as a unique idea of DeSeCo Project, and compares it with the 

concept of education aims as the full development of personality and the bringing up 

of the nation in the Fundamental Law of Education. In postwar Japan this concept of 

education aims is embodied in the image of human beings. But the key competencies 

of DeSeCo Project are considerably different from the image of human beings. In 

consideration of such a diff erence, I will point out that we must reexamine the concept of 

education aims in Japan. 

Abstract


